第２３章　司法及び警察
民事、行政事件の概況
　昭和54年中に府下の各裁判所が取扱った新受理件数は、12万4,321件で前年に比べ11.9パーセント・1万3,172件の激増となった。
　裁判所別にみると、簡易裁判所が総新受理件数の54.0パーセント・6万7,136件で、これは前年より20.3パーセント・1万1,330件の大幅な増加である。又、地方裁判所は構成比4.6パーセント・5万7,185件で前年に比べ3.3パーセント･1,875件増加した。一方、高等裁判所（近畿２府4県分を含む。）では、前年より0.5パーセント・24件の増加となった。
　なお、既済件数、未済件数をみると、それぞれ前年と比べ10.2パーセント・1万1,291件、5.5パーセント・2,250件と大幅な増加を示した。
刑事事件の概況
　昭和54年中に府下の各裁判所が取扱った新受理人数は、24万428人で前年までの増加傾向から一転して9.3パーセント・2万4,797人の減少となった。
　新受理人数を裁判所別にみると、簡易裁判所が21万2,711人で総新受理人数の88.5パーセントを占めているが、これは前年に比べ9.9パーセント・2万3,475人の減少である。次に地方裁判所では、構成比11.5パーセントであり、前年に比べ4.6パーセント・1,322人と2年連続の減少となった。一方、高等裁判所（近畿２府４県分を含む。）においては、前年に比べ0.5パーセント・14人の増加となった。
　なお、総新受理人数のうち略式事件と訴訟事件の構成比は各々、77.7パーセント、4.7パーセントであった。
家事事件の概況
　昭和54年度中に家庭裁判所が取扱った家事審判事件の新受理件数は、1万6,497件で前年度より4.1パーセント・647件の増加となった。これを事件の種類別にみると、「子の氏の変更」が46.5パーセント・7,671件、次いで、「精神障害者保護義務者の順位」の18.9パーセント・3,110件となっており、例年同様双方で約３分の２を占めている。
　一方、調停事件の新受理件数は、5,611件で前年に比べ2.3パーセント・135件と２年連続の減少となった。なお、主な事件をみると、「婚姻中の夫婦間の事件（離婚）」が51.5 パーセント・2,887件で半数を占めており、次いで、「家事審判第23条に掲げる事項」9.5パーセント・533件、以下、「親権者の指定」8.9パーセント・497件、「子の監護者指定」6.9パーセント・388件と続いている。
少年保護事件の概況
昭和54年中における新受理人数は5万1,631人で、前年に比べ2 .2 パーセント・1,116人の増加となった。法令別では、「道路交通法違反」が構成比57.1パーセント・2万9,492人で半数以上を占めている。又、刑法犯は、1万9,032人で前年に比べ9.8パーセント・1,694人の増加となり、その内訳は、「窃盗」、「業務上過失致死傷」がそれぞれ構成比54.1パーセント・1万293人、同20.3パーセント・3,862人と依然上位を占めている。
次に、昭和54年中の少年院の入出院状況をみると、新収容者は年々漸増する傾向で、281人と前年より29人増加しており、年末収容者も18人増の226人であった。
又、少年鑑別所の入出所状況においては、新収容者数は1,482人で前年より227人増加し、年末収容者数も54人で７人の増加となった。
ぐ犯少年（不良行為を含む）行為別補導人員は昭和54年で2万8,730人を数え、前年に比べ17.0パーセントの増となり昭和52年（2万7,196人）を上回る増加となった。行為別にみると「喫煙」が依然として過半数の55.3パーセントを占め、次いで「深夜はいかい」12.1パーセント、「怠学」6.5パーセント、「薬物乱用」4.5パーセントと続いている。
人件侵犯事件の概況
　大阪法務局が昭和54年中に扱った新受理件数は867件で前年より47.7パーセント・280件と、前年に引き続き大幅な増加となった。
　事件別には、「強制圧迫」が282件と前年同様大幅な増加となった。
刑法犯罪の概況
　昭和54年中に大阪府警察が取り扱った刑法犯事件数は13万134件で、前年より1万3,968件(9.7パーセント)減少した。一方検挙件数は年々増加を続け、前年より2,062件(3.1パーセント)の増加となった。
　認知件数を罪種別にみると、最も多いのは｢窃盗｣の11万673件で全体の85.0パーセントを占め、次いで｢知能犯｣1万191件(7.8パーセント)、｢粗暴犯｣5,325件(4.1パーセント)の順となっている。
　又、昭和54年の刑法犯少年数は1万4,291人と前年より1,372人(10.6パーセント)の大幅な増加となった。このうち学生、生徒は1万777人と全体の75.4パーセントを占め、前年を1,088人(11.2パーセント)上回っている。
　一方、13才以下の触法少年数は、前年に比べ13人増の4,018人で、そのうち中学生は2,898人と全体の72.1パーセントを占め、再びウェイトを高めている。罪種別では、｢窃盗｣が、3,244人と全体の80.7パーセントとなっており刑法犯罪全体をみても、｢窃盗｣が大多数である。
